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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第２四半期連結
累計期間

第86期
第２四半期連結
累計期間

第85期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 91,464 95,103 187,398

経常利益 （百万円） 12,766 11,125 24,023

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 6,644 6,345 12,154

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,359 4,797 21,821

純資産額 （百万円） 120,002 132,950 131,226

総資産額 （百万円） 213,935 232,150 233,502

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 187.50 178.83 342.88

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 187.27 178.81 342.44

自己資本比率 （％） 44.5 45.4 44.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 11,576 8,934 26,882

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △5,493 △6,661 △19,734

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,047 △4,702 △1,538

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 30,023 34,373 37,312

 

回次
第85期

第２四半期連結
会計期間

第86期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 83.89 80.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成29年５月24日開催の取締役会決議及び平成29年６月29日開催の第84回定時株主総会決議により、

「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定するための普

通株式の期中平均株式数については、株式給付信託によって資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有

する当社株式を控除しております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、第85期第２四半期連結累計期間及び第85期に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結

会計年度との比較・分析を行っております。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

　当第２四半期連結累計期間を取り巻く経済環境は、国内は相次ぐ自然災害の影響があったものの、雇用情勢の改

善に加えて個人消費や設備投資も堅調に推移するなど、緩やかな回復が続きました。海外は、米国・欧州の景気が

堅調に推移し、アジアも中国で景気減速の兆しが見られたものの、その他の新興国では回復基調が続き、総じて安

定した成長を継続しております。しかしながら、米中間の貿易摩擦や一部の新興国の通貨安、資源価格の高騰な

ど、景気の先行きは不透明な状況となっております。

　当社グループが主として関連する自動車業界におきましては、欧州やアジアなどで需要が増加し、世界の自動車

生産台数は前年同期に比べて増加いたしました。しかしながら、国内は軽自動車が好調を維持しているものの、登

録車は前年同期を下回り、海外も北米・中国市場が踊り場となっております。

　こうした経済環境のもと、当第２四半期連結累計期間の売上高は、国内での受注増加などにより4.0％増加いたし

ました。利益面は、売上増による増産効果に加えて継続的な原価低減活動の推進、経費圧縮などを実行いたしまし

たが、原材料の高騰や新規車種・新技術の量産立上げコスト、新商品の開発費用などにより、営業利益、経常利

益、親会社株主に帰属する四半期純利益とも減少いたしました。

 

当第２四半期連結累計期間の業績数値につきましては、次のとおりであります。

　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　951億３百万円 （前年同期比　 4.0%増）

　営業利益　　　　　　　　　　　　　　　 93億23百万円 （前年同期比　16.6%減）

　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　111億25百万円 （前年同期比　12.9%減）

　親会社株主に帰属する四半期純利益　　　 63億45百万円 （前年同期比　 4.5%減）

 

セグメントの業績概況は、次のとおりであります。

＜ＴＰＲグループ（除くファルテックグループ）＞

①日本

　日本は、売上高は243億13百万円で、国内での受注増加およびゴム製品の製造・販売会社の連結化により、前年同

期に比べて26億26百万円の増収となりました。セグメント利益は23億51百万円で、原材料の高騰や新技術の量産立

上げコスト、新商品の開発費用などにより、前年同期に比べて４億64百万円の減益となりました。

②アジア

　アジア地域は、売上高は176億23百万円で、中国での受注減や販売単価の下落などにより、前年同期に比べて８億

22百万円の減収となりました。セグメント利益は48億85百万円で、売上高の減少や原材料の高騰、新工場移転に伴

う費用などにより、前年同期に比べて12億90百万円の減益となりました。

③北米

　北米地域は、売上高は81億36百万円で、前年同期に比べて29百万円の増収となりました。セグメント利益は８億

74百万円で、原材料の高騰などにより、前年同期に比べて37百万円の減益となりました。

④その他地域

　その他地域は、売上高は17億53百万円で、欧州での受注増加により、前年同期に比べて３億25百万円の増収とな

りました。セグメント利益は５億68百万円で、売上増による増産効果などにより、前年同期に比べて65百万円の増

益となりました。

＜ファルテックグループ＞

　売上高は432億76百万円で、国内でのミリ波レーダーカバー、電装品などの新商品の販売増加により、前年同期に

比べて14億80百万円の増収となりました。セグメント利益は２億90百万円で、国内での新規車種の準備費用や米国

での新設事業の準備費用などにより、前年同期に比べて４億49百万円の減益となりました。
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（財政状態）

①総資産

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して13億52百万円減少し、2,321億50百万円と

なりました。これは主に受取手形及び売掛金が14億82百万円増加した一方、現金及び預金が28億７百万円減少した

こと等によるものであります。

②負債

　負債は、前連結会計年度末と比較して30億77百万円減少し、991億99百万円となりました。これは主に短期借入金

が14億51百万円、未払法人税等が７億20百万円、支払手形及び買掛金が５億円、退職給付に係る負債が４億40百万

円それぞれ減少したこと等によるものであります。

③純資産

　純資産は、前連結会計年度末と比較して17億24百万円増加し、1,329億50百万円となりました。これは主に利益剰

余金が54億11百万円増加した一方、為替換算調整勘定が26億29百万円、非支配株主持分が５億50百万円、その他有

価証券評価差額金が４億68百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前第２四半期連

結累計期間末と比較して43億50百万円増加し、343億73百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、89億34百万円（前年同期比22.8％減）となりました。主な資金の増加は、税金

等調整前四半期純利益が109億17百万円、減価償却費が50億20百万円、主な資金の減少は、法人税等の支払額が27億

96百万円、売上債権の増加額が14億57百万円、持分法による投資利益が12億16百万円、たな卸資産の増加額が７億

６百万円、受取利息及び受取配当金が５億15百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、66億61百万円（同21.3％増）となりました。これは主に有形及び無形固定資産

の取得による支出が61億19百万円、定期預金の預入による支出が３億45百万円、貸付けによる支出２億87百万円等

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、47億２百万円（同33.3％減）となりました。これは主に長期借入れによる収入

が38億円及び返済による支出が32億31百万円、非支配株主への配当金の支払額が25億79百万円、短期借入金の純減

少額が12億90百万円、配当金の支払額が９億25百万円、リース債務返済による支出が７億37百万円等によるもので

あります。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

1）基本方針の内容

Ⅰ．基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上に資する者が望ましいと考えております。もっとも、当社の株主の在り方について当社は、証券取引

所への上場により株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えておりますので、会社を支配する者の在

り方は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき決定されるべきものと考えています。

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み

　当社は、昭和14年の創業より培ってきた材料・加工・表面処理技術等のものづくりを原点とし、エンジン機能

部品メーカーとして、ピストンリング、シリンダライナ、バルブシート等のパワートレイン部品で、世界のお客

様に満足していただくべく努力してまいりました。当社の企業理念である、

　　　わたくしたちは、

　　　動力機構の高度化を原点として、無限の可能性に挑戦し、

　　　優れた技術と価値ある商品の世界への提供を通じて、

　　　クリーンで、クオリティの高い地球社会の実現に貢献します。
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との精神のもと、事業を展開しています。

　また、近年当社は事業の多角化を推進しており、非金属材料産業への参画を進めています。平成24年４月に株

式会社ファルテックに出資、さらに平成29年12月には株式会社ノブカワ（現　ＴＰＲノブカワ㈱）を子会社化

し、事業の柱の二本化を図っています。

１．中長期経営戦略の策定

　「20中計」の目指す姿は「技術力（Technology）・情熱（Passion）・信頼（Reliance）を基盤として、４本

の柱（１の柱 パワトレ商品のダントツNo.1を追求、２の柱 新規事業の積極展開をスピードアップ、３の柱 安

全・環境・防災の徹底、４の柱 働き甲斐のある職場づくり）を確立するＴＰＲグループの実現」であります。

20中計の達成により、株主価値の増大を図ってまいります。

 

　「20中計」の基本戦略は次のとおりです。

　「Innovate & Expand / Globally & Speedily」をスローガンに掲げ、17中計で掲げたスローガン「革新と

拡大（Innovate & Expand）」をこれまで以上にグローバル且つスピーディーに推し進めて、「パワトレ商品

のダントツNo.1を追求」・「新規事業の積極展開をスピードアップ」・「安全・環境・防災の徹底」・「働

き甲斐のある職場づくり」の実現に向けて取り組んでまいります。

極める（ダントツNo.1）

①市場をリードするダントツ技術の確立

②最高品質の追求

③革新的な生産合理化

④最適調達・物流の実現

拓く（積極展開）

⑤拡販活動と事業の積極展開

⑥変革の加速化

⑦技能・技術移転の推進

支える（全体最適）

⑧企業グループ経営への本格的シフト

⑨グループ安全・環境・防災の徹底

⑩人材育成・働き甲斐ある職場づくり

 

２．コーポレートガバナンス（企業統治）の推進

　当社は、企業理念（上記）を制定し、地球社会の一員としての企業を発展させるべく、コーポレートガバナ

ンス（企業統治）の充実に努めています。

①　基本規程として「ＴＰＲグループコンプライアンス基本規程」を策定し、企業理念の精神を具体化した役

員及び社員の行動指針として定めています。更に、全社横断組織としてグループ・ガバナンス統轄室及びコ

ンプライアンス委員会を設置するなど、企業統治に関する組織、規程を充実させ、企業の透明性、効率性、

健全性を向上するべく推進しています。

②　経営の体制として、業務執行と監督機能区分を明確化するため、執行役員制度を平成17年より導入し、更

に平成23年からは、会長兼ＣＥＯと社長兼ＣＯＯを新設しました。また、平成28年から取締役会の社外取締

役を２名に増員、平成30年から監査役会は４名の内３名を社外監査役とし、経営及び監査役監査の透明性、

公平性を確保しています。

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（以下「本対応策」という）

①　本対応策導入の目的

 上記Ⅰ．に述べた基本方針に照らして不適切な者によって大規模な当社株式の買付行為（以下「大規模買付行

為」という）が行われ、当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入

したものです。

②　大規模買付ルールの概要

 当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付行為を行う者（以下「大規模買付者」とい

う）が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買

付行為を開始する、というものです。

③　大規模買付行為がなされた場合の対応

ⅰ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆

様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。
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ⅱ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

 大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、取締役会は、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款

が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。

ⅲ）独立委員会の設置

 対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本対応策を適正に運用し、

取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するため、独

立委員会規程を定めるとともに、独立委員会を設置しました。

④　株主・投資家に与える影響等

 大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に

当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証すること

を目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて

適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるもの

と考えます。

⑤　本対応策の適用開始、有効期限、継続及び廃止

 本対応策は、平成19年２月８日に当社取締役会の決議をもって同日より発効し、平成19年６月28日に開催され

た第74回定時株主総会において承認いただきました。その後、平成22年６月25日開催の第77回定時株主総会及び

平成25年６月27日開催の第80回定時株主総会及び平成28年６月29日開催の第83回定時株主総会において継続承認

いただいて、平成31年６月開催予定の定時株主総会終結時までの有効期限で継続しております。

 

Ⅳ．本対応策が基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものでないことについて

①　買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本対応策は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保または向

上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。また、経済産業省に設置された企業価値

研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏

まえたものとなっています。

②　株主意思を重視するものであること

　本対応策は、当社取締役会決議にて決定いたしましたが、平成19年６月28日開催の第74回定時株主総会、平成

22年６月25日開催の第77回定時株主総会、平成25年６月27日開催の第80回定時株主総会及び平成28年６月29日開

催の第83回定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただいたことで、株主の皆様のご意向が反映されたものと

なっております。

③　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本対応策における対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外者のみから構成され

る独立委員会により行われることとされています。

　また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同

の利益に適うように本対応策の透明な運用が行われる仕組みが確保されています。

④　合理的な客観的要件の設定

　本対応策における対抗措置の発動は、上記Ⅲ.③「大規模買付行為がなされた場合の対応」にて記載したとお

り、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な

発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

 

（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、28億97百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000,000

計 135,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,100,099 36,100,099
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 36,100,099 36,100,099 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 36,100,099 － 4,758 － 3,860
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(5)【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 23,950 6.73

損害保険ジャパン日本興亜株

式会社
東京都新宿区西新宿１-26-1 22,930 6.44

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口
東京都中央区晴海１-8-11 21,659 6.08

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町1 20,706 5.81

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１-5-5 15,188 4.26

J.P.MORGAN BANK LUXENBOURG

S.A.380578(常任代理人　みず

ほ銀行決済営業部）

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER

6,ROUTE DE TREVES,L-2633

SENNINGERBERG,LUXEMBOURG　　　　 

(東京都中央区月島4丁目16-13)

13,570 3.81

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社信託口
東京都港区浜松町2-11-3 13,053 3.66

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3 12,318 3.46

東京建物株式会社 東京都八重洲1-9-9 9,336 2.62

ＴＰＲ取引先持株会 東京都千代田区丸の内1-6-2 9,011 2.53

計 － 161,721 45.45

（注）平成30年９月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シュローダー・イ

ンベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保有者が平成30年９月４日現在でそれぞれ以下のとおり

株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書（変更報告書）の

内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数(百株)

株券等保有割合
(％)

シュローダー・インベストメント・
マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内１－８－３ 28,176 7.80

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・ノースアメリカ・
リミテッド

英国 イーシー２ワイ ５エイユー
ロンドン、ロンドン・ウォール・プレ
イス １

6,803 1.88

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・リミテッド

英国 イーシー２ワイ ５エイユー
ロンドン、ロンドン・ウォール・プレ
イス １

2,640 0.73

計 - 37,619 10.42
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   519,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,556,300 355,563 －

単元未満株式 普通株式    24,399 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数         36,100,099 － －

総株主の議決権 － 355,563 －

（注）１．単元未満株式数には当社所有の自己株式11株が含まれております。

２．株式給付信託（ＢＢＴ）によって資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式96千株（議決

権の数963個）につきましては、「完全議決権株式（その他）」に含めて表示しております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ＴＰＲ株式会社
東京都千代田区丸の内

1-6-2
519,400 － 519,400 1.44

計 － 519,400 － 519,400 1.44

（注）当第２四半期会計期間末の自己株式数は519,411株であります。なお、株式給付信託（ＢＢＴ）によって資産管理

サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式96千株は、上記自己株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更してお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 40,554 37,747

受取手形及び売掛金 45,607 47,089

商品及び製品 11,282 11,110

仕掛品 3,835 3,996

原材料及び貯蔵品 6,284 6,664

その他 4,339 4,134

貸倒引当金 △87 △102

流動資産合計 111,815 110,642

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 19,257 20,353

機械装置及び運搬具（純額） 29,333 29,215

その他（純額） 19,682 19,505

有形固定資産合計 68,274 69,075

無形固定資産   

のれん 853 760

その他 2,034 1,912

無形固定資産合計 2,888 2,673

投資その他の資産   

投資有価証券 27,833 26,884

退職給付に係る資産 5,284 5,138

その他 17,425 17,756

貸倒引当金 △18 △18

投資その他の資産合計 50,524 49,759

固定資産合計 121,687 121,508

資産合計 233,502 232,150
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,022 17,521

電子記録債務 8,353 8,537

短期借入金 28,046 26,594

未払法人税等 2,186 1,466

賞与引当金 2,109 2,105

その他の引当金 249 86

その他 13,033 12,747

流動負債合計 72,001 69,060

固定負債   

長期借入金 15,187 15,946

退職給付に係る負債 6,843 6,402

引当金 1,085 1,023

資産除去債務 101 101

その他 7,057 6,664

固定負債合計 30,275 30,139

負債合計 102,276 99,199

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,754 4,758

資本剰余金 4,205 4,209

利益剰余金 78,790 84,202

自己株式 △1,131 △1,118

株主資本合計 86,619 92,052

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,087 11,619

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 3,519 889

退職給付に係る調整累計額 791 721

その他の包括利益累計額合計 16,397 13,230

新株予約権 167 177

非支配株主持分 28,041 27,491

純資産合計 131,226 132,950

負債純資産合計 233,502 232,150
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 91,464 95,103

売上原価 67,219 71,865

売上総利益 24,244 23,237

販売費及び一般管理費 ※ 13,065 ※ 13,913

営業利益 11,179 9,323

営業外収益   

受取利息 112 157

受取配当金 211 358

持分法による投資利益 1,224 1,216

その他 316 351

営業外収益合計 1,865 2,083

営業外費用   

支払利息 129 130

為替差損 71 48

その他 77 103

営業外費用合計 277 282

経常利益 12,766 11,125

特別利益   

補助金収入 － 17

特別利益合計 － 17

特別損失   

固定資産除却損 21 52

投資有価証券評価損 133 172

特別損失合計 155 225

税金等調整前四半期純利益 12,611 10,917

法人税等 3,040 2,166

四半期純利益 9,570 8,751

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,926 2,406

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,644 6,345
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 9,570 8,751

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,463 △477

繰延ヘッジ損益 6 0

為替換算調整勘定 △1,435 △2,757

退職給付に係る調整額 △91 △39

持分法適用会社に対する持分相当額 △153 △678

その他の包括利益合計 △211 △3,953

四半期包括利益 9,359 4,797

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,647 3,177

非支配株主に係る四半期包括利益 2,711 1,620

 

EDINET提出書類

ＴＰＲ株式会社(E01599)

四半期報告書

14/24



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,611 10,917

減価償却費 4,859 5,020

のれん償却額 8 93

持分法による投資損益（△は益） △1,224 △1,216

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 16

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 46 △19

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △367 △286

賞与引当金の増減額（△は減少） △38 △2

その他の引当金の増減額（△は減少） △124 △63

受取利息及び受取配当金 △324 △515

支払利息 129 130

為替差損益（△は益） 326 31

固定資産除却損 21 52

投資有価証券評価損益（△は益） 133 172

売上債権の増減額（△は増加） △1,560 △1,457

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,741 △706

仕入債務の増減額（△は減少） 1,610 △492

その他 △1 △261

小計 14,361 11,411

利息及び配当金の受取額 620 607

利息の支払額 △139 △139

課徴金の支払額 － △149

法人税等の支払額 △3,265 △2,796

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,576 8,934

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △173 △345

定期預金の払戻による収入 168 170

有形及び無形固定資産の取得による支出 △6,500 △6,119

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,433 8

投資有価証券の取得による支出 △27 △27

貸付けによる支出 △303 △287

貸付金の回収による収入 88 93

その他 △177 △154

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,493 △6,661
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,556 △1,290

長期借入れによる収入 1,100 3,800

長期借入金の返済による支出 △5,631 △3,231

リース債務の返済による支出 △694 △737

セール・アンド・リースバックによる収入 － 255

株式の発行による収入 41 6

自己株式の取得による支出 ※２ △356 －

自己株式の売却による収入 ※２ 355 －

配当金の支払額 △920 △925

非支配株主からの払込みによる収入 50 －

非支配株主への配当金の支払額 △3,549 △2,579

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,047 △4,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 △346 △733

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,310 △3,164

現金及び現金同等物の期首残高 31,334 37,312

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 225

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 30,023 ※１ 34,373
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲に関する事項の変更

(1）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、安慶安帝技益精機有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

(2）変更後の連結子会社の数

　37社

 

２．持分法の適用に関する事項の変更

(1）持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、輝門環新（安慶）粉末冶金有限公司は重要性が増したため、持分法適用の範囲

に含めております。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数

　６社

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算)

　税金費用については、一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

 

（追加情報）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

　連結会社以外の次の関係会社等について、金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

 ＰＴ．アートピストン インドネシア 224百万円 207百万円

 ＰＴ．ＴＰＲエンプラ インドネシア 92 91

 ㈱いしかわファルテック 271 220

 ㈱北九州ファルテック － 1,600

計 587 2,119

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

賞与引当金繰入額 445百万円 517百万円

役員退職慰労引当金繰入額 82 77

退職給付費用 128 111

発送費 2,695 2,840

従業員給料手当 2,744 2,893
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 30,274百万円 37,747百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △250 △3,373

 現金及び現金同等物 30,023 34,373

 

※２　「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に伴う自己株式の売却による収入並びに、同制度の導入に伴う当社株式の

取得による支出を含んでおります。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 921 26.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

　　となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月13日

取締役会
普通株式 924 26.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金

（注）普通株式の配当金の総額924百万円には、信託口が所有する当社株式に係る配当金２百万円が含まれておりま

す。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年９月30日)

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 925 26.0 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

（注）普通株式の配当金の総額925百万円には、信託口が所有する当社株式に係る配当金２百万円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

　　となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月12日

取締役会
普通株式 960 27.0 平成30年９月30日 平成30年12月７日 利益剰余金

（注）普通株式の配当金の総額960百万円には、信託口が所有する当社株式に係る配当金２百万円が含まれておりま

す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 ＴＰＲグループ（除くファルテックグループ）
ファルテック

グループ 日本 アジア 北米
その他地域
（注）

計

売上高        

外部顧客への売上高 21,687 18,446 8,107 1,428 49,668 41,795 91,464

セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,597 1,414 16 29 6,057 0 6,057

計 26,284 19,860 8,123 1,457 55,726 41,795 97,522

セグメント利益 2,816 6,175 912 502 10,407 739 11,147

（注）「その他地域」の区分は、欧州及び南米の現地法人の事業活動であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

　内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 11,147

セグメント間取引消去 51

未実現利益の調整額 △19

四半期連結損益計算書の営業利益 11,179

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 ＴＰＲグループ（除くファルテックグループ）
ファルテック

グループ 日本 アジア 北米
その他地域
（注）

計

売上高        

外部顧客への売上高 24,313 17,623 8,136 1,753 51,826 43,276 95,103

セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,761 1,659 75 32 6,528 0 6,528

計 29,074 19,283 8,211 1,785 58,355 43,276 101,631

セグメント利益 2,351 4,885 874 568 8,680 290 8,970

（注）「その他地域」の区分は、欧州及び南米の現地法人の事業活動であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

　内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 8,970

セグメント間取引消去 91

未実現利益の調整額 261

四半期連結損益計算書の営業利益 9,323

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。なお、１株当たり四半期純利益金額を算定するための普通株式の期中平均株式数について

は、株式給付信託（ＢＢＴ）によって資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式（当第２四半期連

結累計期間98千株、前第２四半期連結累計期間18千株）を控除しております。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 187円50銭 178円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
6,644 6,345

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
6,644 6,345

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,439 35,480

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 187円27銭 178円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 43 3

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　　平成30年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………960百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………27円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年12月７日

　（注）１．平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．普通株式の配当金の総額960百万円には、信託口が所有する当社株式に係る配当金２百万円が含ま

れております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月13日

ＴＰＲ株式会社

　取 締 役 会　 御 中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　日置重樹

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　山崎一彦

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＰＲ株式会社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成30

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＰＲ株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ＴＰＲ株式会社(E01599)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

